　　　　　　　　　　　　　　
（2）子ども・子育て支援新制度について　　　　　　　　　　　　　資料２
　　平成24年8月に成立した子ども・子育て関連3法（子ども・子育て支援法、認定こども園法の一部改正法、子ども・子育て支援法及び認定こども園法の一部改正法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律）に基づき、安心して子育てができる環境整備のための施策の推進など、総合的な子ども・子育てを支援するもの。
　　社会保障と税の一体改革による安定財源の確保を踏まえ、平成27年度からの実施が予定されている。
　　【目的】
　　 ・質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供
　　 ・保育の量的拡大・確保
　　 ・地域の子ども・子育て支援の充実
①子ども・子育て支援事業計画の策定
　　子育てに関するニーズ調査（別添　ニーズ調査票参照）を行い、地域の保育需要等を踏まえた｢子ども・子育て支援事業計画｣を策定する。
　②ニーズ調査について
　　【調査内容】
　　 ・幼児期の学校教育の需要
　　 ・保育の需要
　　 ・地域子育て支援拠点事業の需要等
　　【調査対象】
　　 ・未就学児の世帯（約2,100世帯）・小学生（低学年）の世帯（約2,100世帯）
計画策定（イメージ）
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３．主なポイント
（１）認定こども園の改善・普及
・認定こども園を、幼児期の学校教育・保育を一体的に提供する施設とする
→　保護者が働いている・いないにかかわらず利用できる
　　　　　　保護者の就労状況が変わっても継続して利用できる
（２）待機児童の解消と、地域の保育支援
・「施設型給付」「地域型保育給付」の創設
「施設型給付」・・・認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付
　　→基本的給付構成：　保護者の就労時間に　　＋　　満３歳児以上には
応じた保育　　　　　　　標準的な教育時間
　　
「地域型保育給付」・・・家庭保育（保育ママ）、小規模保育等
　　→　少人数に対応できる多様な保育を充実させ、受け入れられる子どもの人数を増やす
（３）地域の子ども・子育て支援事業の充実
・親子が交流できる拠点の増加
・子育て相談や一時預かりの場の増加
・放課後児童クラブの増加
・病児・病後児保育事業の実施









子どものための教育・保育給付





施設型給付


認定こども園、幼稚園、保育所





地域型保育給付


家庭的保育（保育ママ）


小規模保育など











地域子ども・子育て支援事業





地域子育て支援拠点事業、一時預かり





延長保育事業　


病児・病後児保育事業





放課後児童クラブ














子ども・子育て会議





・現在の利用状況


・今後の利用希望


　　について





子ども・子育て家庭の状況及び需要
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